
４．　業　務　経　理

（１） 事業の概要

業務経理は、厚生年金保険給付、退職等年金給付及び経過的長期給付の事務に関する

取引を行うための経理である。

これらの給付に係る事務に要する費用については、法令に基づき、厚生年金保険経理、

退職等年金経理及び経過的長期経理からの受入金（保険料財源）及び負担金収入（国庫等）

が充てられている。

（２） 経理の概況

イ 経常損益

経常収益の総額は13,212百万円で、前年度に比べ3,213百万円の増加(32.1%)となっている。

このうち、「負担金収入」は4,223百万円で、前年度に比べ352百万円の増加(9.1%)となり、

「厚生年金保険経理より受入」は6,107百万円、「退職等年金経理より受入」は1,028百万円、

「経過的長期経理より受入」は1,826百万円となっている。

　一方、経常費用の総額は12,253百万円で、前年度に比べ2,185百万円の増加(21.7%)となって

いる。

　このうち「職員給与」は1,818百万円で、前年度に比べ42百万円の増加(2.3%)となり、

「事務費」は3,059百万円で、前年度に比べ6百万円の減少(△0.2%)となっている。

「その他の経費」は｢委託費｣(6,033百万円)、短期負担金等の｢負担金｣(686百万円)、

「退職給与引当金繰入」(195百万円) 等で合計金額が7,376百万円となり、前年度に比べ

2,150百万円の増加（41.1%）となっている。

  この結果、経常損益は959百万円となった。

ロ 特別損益

特別利益は、「前期損益修正益」で、186千円となった。

特別損失は、「前期損益修正損」、「固定資産除却損」で、244千円となった。

この結果、特別損益は△58千円となった。

ハ 当期損益

以上の結果、当期損益は958百万円となった。

（３） その他

財務省通達に基づき、前々年度からの繰越額（令和４年度負担金収入の一部）

351,760,847円については、令和６年度の長期給付事務費に充当されている。

流動資産5,933,444,590円から流動負債5,310,813,989円を控除した額622,630,601円

は、翌事業年度以降の長期給付事務費に充当するものである。

令和５年度負担金収入分（令和７年度長期給付事務費に充当） 336,697,023円

令和６年度負担金収入分（令和８年度長期給付事務費に充当） 285,933,578円



業務経理主要科目損益比較表

（単位：千円、％）

６年度決算額 増△減額 増△減率

経 常 収 益

負 担 金 収 入 3,870,981 4,223,165 352,184 9.1

厚生年金保険経理より受入 4,354,655 6,106,975 1,752,320 40.2

退職等年金経理より受入 497,139 1,027,538 530,399 106.7

経過的長期経理より受入 1,273,751 1,826,022 552,271 43.4

そ の 他 の 収 入 1,906 27,851 25,945 -

計 9,998,433 13,211,551 3,213,118 32.1

経 常 費 用

職 員 給 与 1,776,564 1,818,151 41,587 2.3

事 務 費 3,065,470 3,059,177 △ 6,293 △ 0.2

そ の 他 の 経 費 5,225,851 7,375,673 2,149,822 41.1

計 10,067,884 12,253,000 2,185,116 21.7

経 常 損 益 △ 69,452 958,550 1,028,002

特 別 利 益

前期損益修正益 0 186 186 －

計 0 186 186 －

特 別 損 失

前期損益修正損 0 244 244 －

固定資産除却損 330 0 △ 330 △ 100.0

計 330 244 △ 86 △ 26.1

特 別 損 益 △ 330 △ 58 272

当　期　損　益 △ 69,782 958,493 1,028,275

科　　目 ５年度決算額



業   務   経   理

貸　借　対　照　表

令和７年3月31日現在

借　　　　方 金　　額 貸　　　　方 金　　額

円 円 円 円

流動資産 5,933,444,590 流動負債 5,310,813,989

現金・預金 5,926,273,464 未払消費税 14,538,586

5,142,139 未 払 金 5,241,589,360

229,940 未払費用 33,136,880

1,799,047 預 り 金 21,549,163

固定資産 1,140,363,170 固定負債 1,213,710,100

有形固定資産 ( 207,537,100 ) 引 当 金 ( 1,213,710,100 )

借入不動産附帯施設 85,841,407 退職給与引当金 1,213,710,100

車 両 ・ 運 搬 具 2

器 具 ・ 備 品 121,695,691 負 債 合 計 6,524,524,089

無形固定資産 ( 932,800,000 ) 利益剰余金 549,283,671

ソフトウェア仮勘定 932,800,000

利益剰余金 ( 549,283,671 )

投資その他の資産 ( 26,070 ) 利 益 剰 余 金 549,283,671

敷 金 ・ 保 証 金 26,070

純 資 産 合 計 549,283,671

資 産 合 計 7,073,807,760 負債・純資産合計 7,073,807,760

(注)　有形固定資産の減価償却累計額は、143,004,110円である。

前払費用

未収収益

未収金



業   務   経   理
損　益　計　算　書

自 令和6年4月 1日

至 令和7年3月31日

損　　　　失 金    額 金　　額

円 円 円 円

経常費用 12,253,000,380 経常収益 13,211,550,874

事業費用 ( 12,253,000,380 ) 事業収益 ( 4,223,476,135 )

職 員 給 与 1,818,150,934 　負 担 金 収 入 4,223,165,000

厚 生 費 4,086,605 雑 収 入 311,135

旅 費 9,036,464 受入金 ( 8,960,534,539 )

事 務 費 3,059,176,730 厚 生 年 金 保 険 経 理
よ り 受 入 6,106,974,981

賃 金 344,042,409
退 職 等 年 金 経 理
よ り 受 入 1,027,538,005

委 託 費 6,032,689,980
経 過 的 長 期 経 理
よ り 受 入 1,826,021,553

光 熱 水 料 46,145,075

修 繕 費 628,650 引当金等戻入 ( 27,540,200 )

調 査 研 究 費 3,024,521 退職給与引当金戻入 27,540,200

諸 謝 金 15,621,372

負 担 金 685,833,032 特別利益 186,196

雑 費 3,297,709

退職給与引当金繰入 194,891,400 前期損益修正益 186,196

減 価 償 却 費 36,375,499

　

特別損失 244,170

前期損益修正損 244,162

固定資産除却損 8

当期利益金 958,492,520

合　　　計 13,211,737,070 合　　　計 13,211,737,070

（注）当期利益金958,492,520円は、国家公務員共済組合法施行規則（昭和33年大蔵省令第54号）第85条第2項において準用する

　　第84条の規定により、繰越欠損金を減額し、更に残余があるため利益剰余金として整理する。

利        益



重　要　な　会　計　方　針　等

１．固定資産の減価償却方法

有形固定資産は、国家公務員共済組合法施行規則（昭和33年大蔵省令第54号。以下「規

　　則」という。）第68条の規定により、無形固定資産は、規則第69条の規定により定額法に

　　より行っている。なお、減価償却累計額は次のとおりである。

有形固定資産143,004,110円

２．引当金の計上基準

退職給与引当金

国家公務員共済組合連合会(以下「連合会」という。)に使用される者の退職手当の

支払いに充てるため、連合会に使用される者が期末において退職した場合に支給され

る基本額の全額を計上している。

３．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税の会計処理方法

税込方式によっている。

(2) 年金業務システムにかかる更改経費の計上方法

ソフトウェア（仮勘定）として資産計上している。



１．子会社及び関連会社の株式の明細

　　該当なし

２．出資先団体等に対する出資の明細

　　該当なし

３．子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細

　　該当なし

４．関連公益法人等の基本財産に対する拠出金等の明細

　　該当なし

５．国庫補助金等の明細

　　該当なし

６．役員及び連合会に使用される者の給与費の明細

区　　　　分 金　　　　　　　額

円

      職　　員　　給　　与　　　

役　　　員　　　分

常  勤  職  員  分

1,818,150,934

70,016,736

1,748,134,198

職  員  給  与  明  細  表



７．その他主な資産、負債の明細

預　金　明　細　表

取引金融機関名 区　　分 金　　　額

円

三井住友銀行東京公務部

未　収　金　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名

円

事 務 費

立 替 金

雑 収 入

賃 金

仮 払 金

諸 謝 金

計

未　収  収  益　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名 摘　　　要

円

負 担 金 東　京　労　働　局 労働保険料

摘　　　要

送金手数料他

3月分通信運搬費他

普 通 預 金 5,926,273,464

摘　　　要

1,263,550

296,457 旧 令 長 期 経 理 ほ か

古紙回収他

医 療 経 理 ＫＫＲ費用精算分

1,799,047

3,000

12,980 （ 株 ） 松 井 紙 業 ほ か

117,940 経 費 変 更

229,940

105,120 雇用保険料（賃金職員）



未　払　金　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名

円 　

事 務 費

委 託 費

光 熱 水 料

雑 費 ほ か

負 担 金 （ 事 務 費 ほ か ）

器 具 ・ 備 品

負 担 金 収 入

厚 生 年 金 保 険 経 理 よ り
受 入 ほ か

計 　

預　り　金　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名

円

所 得 税

住 民 税

労 働 保 険 料

計

未　払　費　用　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名

円

職 員 給 与

賃 金

負 担 金

計

摘　　　要

３月分超過勤務手当

21,549,163

職 員 ほ か

３月分後納郵便料ほか

年金業務システム改修ほか

２・３月分電気料ほか

第415回理事会謝金ほか

摘　　　要

医 療 経 理

医 療 経 理 ほ か

千代田年金事務所ほか 

23,560,037

3,076,327

３ 月 分

３ 月 分

6,500,516

厚生年金保険料ほか

職　員

賃 金 職 員 

33,136,880

職 員 ほ か

職 員 ほ か

11,786,696

9,304,300

458,167

３ 月 分

雇用保険料

６年度受入金戻入額厚生年金保険経理ほか

負担金精算

住基ネットシステム情報料ほか

日 本 郵 政 （ 株 ） ほ か

地方自治情報センターほか

医 療 経 理 ほ か2,153,470

（株）日立製作所ほか

摘　　　要

九段合庁10階事務室の什器入替・内装作
業等

167,762,983

3,496,951,837

1,239,843,461

259,556,925

601,252

67,942,114

5,241,589,360

厚生年金保険経理ほか

6,777,318



前　払　費　用　明　細　表

円 円

職 員 給 与 4,105,641 通 勤 手 当

賃 金 1,036,498 通 勤 手 当

計 5,142,139

科     目 摘   要 決算書計上金額 備  考
支       払

年 月 日 伝票番号 金   額

11,704,070

6.11.15ほか 2,479,090

6.11.15ほか 9,224,980



資産の種類 期末残高 摘   要

円 円 円 円 円 円

借入不動産附帯施設 97,547,053 0 97,547,053 85,841,407

車両 ・ 運搬具 2 0 2 2

器 具 ・ 備 品 129,149,556 8 146,365,544 121,695,691

ソフトウェア仮勘定 0 0 932,800,000 932,800,000

  

計 226,696,611 8 1,176,712,599 1,140,337,100

資産の種類 当期末残高

円 円 円 円 ％

借入不動産附帯施設 117,056,463 31,215,056 85,841,407

車両 ・ 運搬具 4,871,539 4,871,537 2

器 具 ・ 備 品 259,828,264 138,132,573 121,695,691

 

計 381,756,266 174,219,166 207,537,100

0 99.9

24,669,853 53.2

36,375,499

固 定 資 産 明 細 表

期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 差引期末残高

0 11,705,646

0 0

17,215,996 24,669,853

932,800,000 0

11,705,646 26.7

950,015,996 36,375,499

減 価 償 却 費 明 細 表

取得原価 当期償却額 償却累計額 償却累計率 摘   要



円 円 円 円

退職給与引当金

円 円 円 円

減価償却累計額

増 加 額 減 少 額 計 上 額

122,173,974 24,669,853 3,839,717 143,004,110

減 価 償 却 累 計 額 明 細 表

区     分 前 期 繰 越 額
当 期 貸 借 対 照 表

摘   要
増 加 額 減 少 額 計 上 額

1,324,389,400 194,891,400 305,570,700 1,213,710,100

引 当 金 明 細 表

区     分 前 期 繰 越 額
当 期 貸 借 対 照 表

摘   要



支　出　実　績　表

科　　目 事業計画額 支出済額 支出未済額 不 用 額

円 円 円 円

職 員 給 与 2,107,885,000 1,811,650,418 6,500,516 289,734,066

退職給与引当金繰入 401,352,000 194,891,400 0 206,460,600

旅 費 17,906,000 9,036,464 0 8,869,536

事 務 費 3,539,310,000 2,891,413,747 167,762,983 480,133,270

計 6,066,453,000 4,906,992,029 174,263,499 985,197,472



1 繰 越 欠 損 金 △ 409,208,849 円

2 当 期 利 益 金 958,492,520 円

3 当 期 処 分 額 0 円

利 益 剰 余 金 549,283,671 円

　

利　益　剰　余　金　計　算　書


	disclosure-zaimushohyo-0604gyoumu
	01 お経
	概要（提出版）（合算）

	03 BSPL
	貸借対照表（合算）
	損益計算書（合算）

	04 決算書（業務経理）国庫・保険・合算（0604提出版）
	重要な会計方針（合算）
	附属明細書（合算）
	財務諸表附属明細表（合算）
	財務諸表附属明細表（2）（合算）
	財務諸表附属明細表 (3)（合算）

	R6決算書（業務経理）国庫・保険・合算（0604提出版）
	欠損金（利益）計算書（合算）


	業務経理主要科目損益比較表
	①-2主要科目損益




